
「セルロース系エタノール「セルロース系エタノール
革新的生産システム開発事業」革新的生産システム開発事業」

（事後評価）分科会（事後評価）分科会

資料６資料６

「セルロース系エタノール革新的
エネルギーイノベーションプログラム

「セルロ ス系エタノ ル革新的
生産システム開発事業」（事後評価）

（ 年度 年度 年間）（２００９年度～２０１３年度 ５年間）

プロジ クトの概要（公開）プロジェクトの概要（公開）

ＮＥＤＯ 新エネルギー部
２０１３年１１月１５日
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発表内容 公開

Ⅰ.事業の位置付け・必要性について
・事業の背景、目的
・政策上の位置付け ＮＥＤＯ古川
・ＮＥＤＯが関与する意義
・実施の効果

Ⅱ 研究開発マネジメントについてⅡ.研究開発マネジメントについて
・事業の全体目標
・事業の計画内容
研究開発の実施体制 ＮＥＤＯ古川・研究開発の実施体制

・研究開発の運営管理
・事業全体の成果（III. のまとめ）
事業全体の実用化 事業化の見通し （IV のまとめ）

ＮＥＤＯ古川

・事業全体の実用化、事業化の見通し （IV. のまとめ）

Ⅲ.研究開発成果について
・研究開発項目毎の目標 各実施者研究開発項目毎の目標
・研究開発項目毎の成果

Ⅳ.実用化・事業化の見通しについて
研究開発項目毎の実用化 事業化の見通し

各実施者
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・研究開発項目毎の実用化・事業化の見通し
各実施者



１．事業の位置付け・必要性について （１）事業の背景及び目的 公開

事業の背景及び目的事業の背景及び目的

事業イメージ

原 料 セルロース系資源作物栽培技術開発・バイオ燃料は、地球温暖化対策の一手段として重要で

事業の背景

前処理
セルロース系エタノール製造技術開発

草本系及び木質系バイオマスの栽培研究、
収集運搬技術開発等、原料生産に係る研
究開発を実施。
①草本・木質併用チーム
②木質単独チーム

ある。

・エネルギーセキュリティーの観点から、食糧と競合せず
大規模安定供給可能なバイオ燃料の導入は喫緊の課
題である。

事業の目的

前処理

糖化・発酵

系 タ 製造技術開発

パイロットプラントを設置し、データを取得、
経済性等の評価、システム改良等を実施。

①低環境負荷なアンモニア前処理技術を基
本とするシステム

②メカノケミカルパルピング前処理技術を基
本とするシステム

・また、十分な温室効果ガス削減効果があることや、持
続可能な導入拡大であることも重要である。

食料と競合しないセルロース系資源作物の栽培から
エタノール生産に至る一貫生産システムを、革新的
技術を用いて開発する。

濃縮脱水

セルロ ス系

①資源作物の栽培研究と収集運搬技術の開発を行い、
原料とその調達に係るコストの低減を目指す。

②バイオエタノールの製造技術をパイロットプラン
食料問題や環境問題に配慮した、

バイオエタノール生産システムの確立

セルロース系
エタノール

②バイオエタノ ルの製造技術をパイロットプラン
トを用いた一貫生産システムで研究し、コストや
環境負荷の低減を図る。

③バイオ燃料の持続可能性についての基準 評価指

バイオエタノール生産システムの確立

バイオ燃料の持続可能性に関する研究

温室効果ガス等の環境負荷に関するＬＣ
Ａ評価 生態系保全 食料競合回避といっ
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③バイオ燃料の持続可能性についての基準、評価指
標、評価方法等についての調査研究を実施する。

Ａ評価、生態系保全、食料競合回避といっ
たバイオ燃料の持続可能性について、基
準や指標等の調査検討を実施。

事業原簿 Ⅰ－２

１．事業の位置付け・必要性について （２）事業の位置付け 公開

我国のバイオ燃料政策及び達成目標における位置付け

本事業は、エネルギー政策で定められたバイオ燃料の導入・コスト
目標を達成するもの

２００６
（H18）

２００７
（H19）

２００８
（H20）

２００９
（H21）

２０１０
（H22）

２０１１
（H23）

２０１２
（H24）

２０１３
（H25）

２０１５
（H27）

２０２０
（H32）

●新 国家 ネ ギ 戦略

● 次世代自動車・燃料イニシアティブ

●新・国家エネルギー戦略
※2030年に向けて運輸部門の石油依存度を80％程度に低減する

展開

● バイオ燃料技術革新計画

※ 国産次世代バイオ40円/Ｌ（技術革新ケース）を目指す

※具体的な生産モデル 目標 技術開発ロードマップを策定

展開

★セルロース系エタノール
革新的生産システム開発事業

※具体的な生産モデル、目標、技術開発ロ ドマップを策定

政策の具現化

技術
確立

実用化

事業化

● エネルギー基本計画

● エネルギー供給構造高度化法

※2020年に全国ガソリンの3％相当以上、2030年に最大限の導入拡大を目指す
反映・フィードバック
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※国内で導入するバイオ燃料はGHG削減率50%以上とし、その評価方法を定める
2017年までのバイオエタノール利用量（2017年50万kL/年（原油換算））を義務化



１．事業の位置付け・必要性について （１）事業の位置付け 公開

バイオ燃料技術革新計画についてバイオ燃料技術革新計画について

経済産業省と農林水産省が主導して策定した「バイオ燃料革新
計画 においては 2015年に達成すべき目標として「技術革新計画」においては、2015年に達成すべき目標として「技術革新
ケース」を設定している。

NEDOはこの目標を達成するため、2009年4月から5カ年計画で
「セルロース系エタノール革新的生産システム開発事業」を開始。

技術革新ケース

原料生産地 国内外原料生産地 国内外

バイオマス原料 多収量草本植物、早生広葉樹
等の目的生産バイオマス等の目的生産バイオマス

エタノール生産規模 10～20万kL/年

エタノール製造コスト 40円/L
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エタノ ル製造コスト 40円/L

事業原簿 Ⅰ－２

１．事業の位置付け・必要性について （１）事業の位置付け 公開

技術革新ケースにおけるコスト目標技術革新ケ スにおけるコスト目標

目標としている製造コスト４０円／L は、米国ＮＲＥＬの研究開発目
標（1.07ドル/ガロン）をベースに当時の原油価格（50ドル/バレル）
等を考慮して、２０１５年を目標として設定したもの。

当時の原油価格：５０ドル／バレル
為替レート：１２０円／ドル

から
５０＄／バレル× １２０円／＄

＝６０００円／バレル

＜参考＞
• その後NRELは2011年報告書のなか

で 2012年における目標製造コストを＝６０００円／バレル
≒４０円／Ｌ

で、2012年における目標製造コストを
2.15ドル／ガロンと当初想定の約２
倍の水準に修正している

• また 原油価格についてもIEA予測で• また、原油価格についてもIEA予測で
は2020年120ドル／バレルとの見方

もあり、原油価格と為替予測を考慮
すると既存のエタノールと競争力のあすると既存のエタノ ルと競争力のあ
る製造コストの等価値は60円/L前後
と考えられる
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米国のセルロース系エタノール生産コストの目標（２００２年）

事業原簿 Ⅰ－２



１．事業の位置付け・必要性について （３）ＮＥＤＯが関与することの意義 公開

ＮＥＤＯが関与する意義ＮＥＤＯが関与する意義

セルロース系エタノールの実用化は温暖化防止、エネ
ルギ セキ リティの観点から極めて重要ルギーセキュリティの観点から極めて重要。

実用化の技術的なハードルは高く民間企業及び大学実用化の技術的なハ ドルは高く民間企業及び大学
等の連携が必要。

また、実用化には多額の投資が必要であり民間企業
単独での取り組みは困難。

現状ではバイオ燃料産業は存在せず、ビジネスモデ
ルの構築 産業創出が必要ルの構築、産業創出が必要。

ＮＥＤＯの関与が不可欠である!!
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ＮＥＤＯの関与が不可欠である!!
事業原簿 Ⅰ－１

１．事業の位置付け・必要性について （４）実施の効果 公開

実施の効果（費用対効果）実施の効果（費用対効果）

費用の総額 ７１億円（５年間）

導入効果（２０２０年）
開発輸入＊１セルロース系エタノール 原油換算１０万ＫＬ （ｴﾀﾉｰﾙ換算２０万ＫＬ）前提＊２

1. CO2削減効果 １７万t／年＊３

2. エタノール需要の1/6を日の丸エタノールで置き換え＊４

本企業 海外 開を支援3. 日本企業の海外展開を支援

＊１ 輸入国が輸出国の資源開発に直接的、もしくは間接的に参加し、そこで開発された資源を輸入すること。

＊２ 総合資源エネルギー調査会新エネルギー部会（第35回）
「我が国の技術力を活用したセルロース系バイオ燃料等の生産可能量（試算）」より。

＊３ バイオエタノ ルCO2排出削減量は867gCO2eq/Lであり セルロ ス系エタノ ルの生産可能量を20万ｋL＊３ バイオエタノールCO2排出削減量は867gCO2eq/Lであり、セルロース系エタノールの生産可能量を20万ｋL
とした場合、867gCO2eq/Lx20万ｋL=17.3万tCO2eq

＊４ 総合資源エネルギー調査会基本問題委員会（第27回）「資源・燃料の安定供給の課題と今後の対応（参考資
料）」によれば 2020年のガソリン需要量の予測は3600万kL原油換算=4040万kLであり エネルギ 基本計画

8/41事業原簿 Ⅰ－１

料）」によれば、2020年のガソリン需要量の予測は3600万kL原油換算=4040万kLであり、エネルギー基本計画
によりその3%がエタノールとすると2020年エタノール需要は120万kL



１．事業の位置付け・必要性について （５）海外での研究開発動向 公開

海外での研究開発動向海外での研究開発動向

 米国で3万kL規模、EUで5万kLの商業プラントの稼働開始が報
道されており 中国では既に6 5万kLの商業規模での生産を開道されており、中国では既に6.5万kLの商業規模での生産を開
始している。一方、日本では現時点では、数-数十kL程度の非
常に小規模な実証に留まっている。常に小規模な実証に留まっている。

企業 生産開始時期 生産規模 原料

INEOS（米） 2012 3万kL/年 植物性廃棄物

Chemtex, Abengoa
（伊）

2013 5万kL/年 エネルギー作物

山東竜力生物（中） 2011 6.5万kL/年 農業残渣

（コーンコブ）
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（ ン ）

１．事業の位置付け・必要性について （５）海外での研究開発動向 公開

海外での研究開発動向海外での研究開発動向

米国や中国ではトウモロコシ残渣を原料にする案件が
多く 自国内の作物の有効利用を優先して考えている多く、自国内の作物の有効利用を優先して考えている。

原料調達を海外の生産者に依存するのは、価格など
が海外の市況に左右されることになり、エネルギーセ
キュリティ上好ましくない

日本発の技術で、日本企業が生産・販売を調整可能
な原料を使って製造する「日の丸エタノール」の導入は、な原料を使 製造する 丸 タ 」 導入 、
エネルギーセキュリティ上大いに意味がある。
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２．研究開発マネジメントについて （１）事業の目標 公開

研究開発目標について研究開発目標について

バイオエタノール一貫生産システムに関する研究開発

最終目標（H25年度）最終目標（H25年度）

セルロース系目的生産バイオマスの栽培からエタノール製造プロセスまでを一貫したバイオエタ
ノール生産システムについて、基盤技術を確立する。なお、本事業で確立した基盤技術の達成
度合いは、技術革新ケースにおける開発ベンチマーク(2015)を参照しつつ評価する。

研究開発フェーズにおいてバイオエタノール一貫生産システムを確立する

要素技術の開発
一貫生産システムの

開発
実証

技術
確立

バイオ燃料の持続可能性に関する研究

最終目標（H25年度）最終目標（H25年度）

バイオ燃料の持続可能性について、国内外の動向調査を継続するとともに、基準、評価指標、
評価方法等について、とりまとめる。

また、本事業において開発したバイオエタノール一貫生産システムについて、ＬＣＡ評価（温室効
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果ガス排出削減効果、エネルギー収支）及び社会・環境影響評価を行う。

２．研究開発マネジメントについて （１）事業の目標 公開

研究開発内容について（１）研究開発内容について（１）

バイオエタノール一貫生産システムに関する研究開発

セルロ ス系目的生産バイオマスに関する研究開発・セルロース系目的生産バイオマスに関する研究開発
多収量草本植物及び早生広葉樹について、植物種選定、栽培条件の最適化、大量栽培技術
の開発、低コストかつ高効率な収集・運搬技術を確立する。

・エタノール製造に関する革新技術及びシステムの開発エタノ ル製造に関する革新技術及びシステムの開発
前処理、糖化、発酵、濃縮・脱水等について革新技術の開発を行うと共に、これらを組み合わ
せた製造プロセスの設計、実験プラントの建設、運転及びデータの収集を行い、最適化した上で
バイオエタノール生産システムを開発する。

貫生産シ ム 最適化及び評価・一貫生産システムの最適化及び評価
一貫生産システムについて、総合的な最適化を行い、環境負荷・経済性等について評価する。

※多収量草本植物と早生広葉樹を対象とした２テーマについて一貫生産システムの開発を推進中※多収量草本植物と早生広葉樹を対象とした２テ マについて 貫生産システムの開発を推進中

種別 テーマ 実施者

（草本系） セルロース系目的生産バイオマスの栽培から低環境負荷 バイオエタノール革新技術研究組合（草本系）
多収量

草本植物

セル ス系目的生産 イオマスの栽培から低環境負荷
前処理技術に基づくエタノール製造プロセスまでの低コスト
一貫生産システムの開発

イオ タ 革新技術研究組合
東京大学

（木質系） 早生樹からのメカノケミカルパルピング前処理によるエタ
王子ホールディングス
産業技術総合研究所
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早生広葉樹
早 樹 前処
ノール一貫生産システムの開発

産業技術総合研究所
新日鉄住金エンジニアリング

事業原簿 Ⅱ－２



２．研究開発マネジメントについて （１）事業の目標 公開

個別テーマの概要について（１）（草本系）個別テ マの概要について（１）（草本系）
セルロース系目的生産バイオマスの栽培から低環境負荷前処理技術に基づく

エタノール製造プロセスまでの低コスト一貫生産システムの開発

草本系植物のセルロース系目的生産バイオマスを原料とし、低コスト収穫・運搬・貯蔵技術を用い
た周年供給システムと低環境負荷なアンモニア前処理技術を基本として、最適糖化酵素の取得と高

研究開発の概要

周年供給 低環境負荷 前処 技術を 本 、最 糖 酵素 得 高
度利用、膜を利用した糖化液濃縮、非遺伝子組換え酵母によるエタノール生産等の技術を組合せた
大規模安定供給が可能なエタノール一貫生産システムを開発する。

多収量草本植物（ネピアグラス）
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多収量草本植物（ネピアグラス）
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２．研究開発マネジメントについて （１）事業の目標 公開

個別テーマの概要について（２） （木質系）個別テ マの概要について（２） （木質系）
早生樹からのメカノケミカルパルピング前処理によるエタノール一貫生産システムの開発

研究開発の概要

エタノール生産適性早生広葉樹を原料とし、パルプ用森林運営で培われた低コスト・高効率な植
林・収穫・運搬技術を応用した大規模栽培技術と、パルプ産業機械技術を応用した低エネルギーなメ
カノケミカル前処理技術、糸状菌を利用した糖化酵素、Ｃ５・Ｃ６糖同時発酵実用酵母による連続糖化

研究開発の概要

ケ 前処 技術、糸状菌を利用 糖化酵素、 糖同時発酵実用酵母 る連続糖化
発酵プロセス、糖化酵素回収を目的とした減圧蒸留システムを組み合わせたバイオエタノール一貫生
産システムを開発する。

木質組織を

原料木質

一部破壊

木質成分を
一部分解 フィブリル化

メカノケミカルパルピング前処理技術
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メカノケミカルパルピング前処理技術



２．研究開発マネジメントについて （１）事業の目標 公開

研究開発内容について（２）研究開発内容について（２）

バイオ燃料の持続可能性に関する研究

・バイオ燃料の持続可能性の評価及び国際標準化等
バイオ燃料の持続可能性について、国内外の関係機関や国際的枠組みにおける取り組みや
議論の動向を総合的に調査し、基準、評価指標、評価方法等について検討し、とりまとめる。

貫生産システムの持続可能性評価・一貫生産システムの持続可能性評価
本事業で開発したバイオエタノール一貫生産システムについて、ＬＣＡ評価（温室効果ガス排出
削減効果、エネルギー収支）及び社会・環境影響評価を行う。

種別 テーマ 実施者種別 テ 実施者

持続可能性

温室効果ガス（GHG）削減効果等に関する定量的評価に関
する研究（Ｈ２１～Ｈ２２）

三菱総合研究所
産業技術総合研究所

バイオエタノールの持続可能性に関する検討（Ｈ２４） 三菱総合研究所
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バイオエタノ ルの持続可能性に関する検討（Ｈ２４） 三菱総合研究所
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２．研究開発マネジメントについて （１）事業の目標 公開

個別テーマの概要について（３）個別テ マの概要について（３）
温室効果ガス（GHG）削減効果等に関する定量的評価に関する研究

バイオエタノールの持続可能性に関する検討

研究開発の概要

バイオ燃料についてはその持続可能な生産システムを開発することが重要であり、そのためにはラ
イフサイクルを考慮した温室効果ガス排出量を評価することが必要である。本事業では、日本に導入
が想定される輸送用液体バイオ燃料について その温室効果ガス（GHG）排出量を国際的な基準と整

研究開発の概要

が想定される輸送用液体バイオ燃料について、その温室効果ガス（GHG）排出量を国際的な基準と整
合を取りつつ、我が国の実情に即した条件にて評価することを目的とする

原料栽培

機械動力

原料輸送

輸送用トラ ク

燃料製造

前処理

燃料輸送

海上輸送

バイオ燃料の製造から消費までの工程例

消費・機械動力

・肥料投入 等

・輸送用トラック

燃料消費 等

・前処理

・変換工程 等

・海上輸送

・国内配送 等

化石燃料 化学物 設備建設 廃棄等

消費

化石燃料、化学物
質等の製造エネル
ギー、環境負荷

設備建設、廃棄等
に係るエネルギー
消費、環境負荷

（設備の建設等、影響が小さい項目については考慮しないこともある）
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２．研究開発マネジメントについて （１）事業の目標 公開

ベンチマーク目標と個別テーマ目標（草本系）ベンチマ ク目標と個別テ マ目標（草本系）

全体目標
乾物
収量

前処
理

酵素糖化
エタノール
発酵

濃縮脱水 一貫生産プロセスとして

開 発 ベ ン
チ マ ー ク
（４０円／
Ｌ に 向 け

コ ス ト ４ ０ 円
／Ｌ、年産１
０～２０万ｋＬ、
CO2 削 減 率

草 本
系５０ｔ
／ｈａ・
年
木 質

酵 素
糖 化
効率８
０％以

酵素使用量１
ｍ ｇ ／ ｇ 生 成
糖以下、酵素
コスト４円／Ｌ エタノール収率

エ ネ ル ギ ー
使用量２．５
Ｍ Ｊ ／ Ｌ エ タ
ノ ー ル 以 下
（ １ ０ ％ エ タ

エタノール収率
０．３Ｌ／ｋｇバ
イオマス以上

エネルギー使
用量６ＭＪ／ｋｇ

て 個 別 技
術の達成
度 を 表 す
指標）

５割以上、化
石 エ ネ ル
ギ ー 収 支 ２
以上

木 質
系１７ｔ
／ｈａ・
年

０％以
上とな
る前処
理

エタノール以
下、糖収量５
００ｇ／ｋｇバ
イオマス以上

９５％以上
（ １ ０ ％ エ タ
ノール水溶液
→ 無 水 エ タ
ノール分離回
収）

イオマス以上、
エネルギー回
収率３５％以上

バ イ オ マ ス 以
内（自立）

個 別 テ ー
マ目標
（草本系）

８０円／Ｌ
化 石 エ ネ ル
ギ ー 収 支 ２
以 上 、 GHG
削減率50%以

５０ｔ／
ｈａ・年

糖 化
率 ８
０％以
上を維

酵素コスト10
円/L以下

C6糖：95％以上
C5糖：85％以上
C6C5同時発酵
時 85%以上

一 貫 工 程 に
必 要 な 既 存
の 省 エ ネ 技
術の適用・ベ
ン チ 規 模 評

エタノール収率
0.25L/kg

―

削減率50%以
上

持
時：85%以上 ン チ 規 模 評

価

C6 、 C5 ： 2020 年
に合計で95%を達

一貫工程でLC
革新計画ベンチ

ベンチマークは
木本バイオマス
のエネルギーや

個 別 テ ー
マ 目 標 を
定 め た 根
拠

2020年に40円
を達成するう
えで、事業終
了時（2013）の
目標は80円と

ベンチ
マ ー ク
と同じ

ベ ン チ
マ ー ク
と同じ

2020年に酵素
コスト4円/Lを
達成するうえで、
事 業 終 了 時
(2013) の 目 標

に合計で95%を達
成 す る う え で 、
2013年時点の目
標として設定。
同時発酵：技術
的に難しいことを

貫 程
目標を達成す
るための既存
技術選定評価
（ 当 事 業 で は
技術選定・適

革新計画ベンチ
マーク収率を参
照、木質の糖質
含 量 （ 650 ～
740g/kg）を草本
の 糖 質 含 量

ネルギ や
リグニン・糖質組
成の例を参考に
した数値。草本
系の開発目標設
定に適切ではな
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拠
設定。 は10円と設定

的に難しいことを
考慮し、技術水
準から設定

用 ・ 評 価 を 実
施するため）

の 糖 質 含 量
(625g/kg)に換算

いため、全体目
標（化石エネル
ギ ー 収 支 ２ 以
上）で置き換え事業原簿 Ⅱ－１ 17/41

２．研究開発マネジメントについて （１）事業の目標 公開

ベンチマーク目標と個別テーマ目標（木質系）ベンチマ ク目標と個別テ マ目標（木質系）

全体目標
乾物
収量

前処
理

酵素糖化
エタノール
発酵

濃縮脱水 一貫生産プロセスとして

開 発 ベ ン
チ マ ー ク
（４０円／
Ｌ に 向 け

コ ス ト ４ ０ 円
／Ｌ、年産１
０～２０万ｋＬ、
CO2 削 減 率

草 本
系５０ｔ
／ｈａ・
年
木 質

酵 素
糖 化
効率８
０％以

酵素使用量１
ｍ ｇ ／ ｇ 生 成
糖以下、酵素
コスト４円／Ｌ エタノール収

エネルギー使
用量２．５ＭＪ
／Ｌエタノール
以下（１０％エ

エタノール収率
０．３Ｌ／ｋｇバ
イオマス以上、

エネルギー使
用量６ＭＪ／ｋｇ

て 個 別 技
術の達成
度 を 表 す
指標）

５割以上、化
石 エ ネ ル
ギ ー 収 支 ２
以上

木 質
系１７ｔ
／ｈａ・
年

０％以
上とな
る前処
理

エタノール以
下、糖収量５
００ｇ／ｋｇバ
イオマス以上

率９５％以上
以下（１０％エ
タノール水溶液
→無水エタノー
ル分離回収）

エネルギー回
収率３５％以上

バ イ オ マ ス 以
内（自立）

個 別 テ ー
マ目標
（木質系）

エタノール製
造40円 /L、エ

ネルギー収支
２ 以 上 、 CO2
削減率5割以

１７ｔ／
ｈａ・年

酵素糖
化効率
８ ０ ％
以 上 と

キシロシターゼ
活性10倍以上、

セ ル ラ ー ゼ 生
産性1 5倍 な

同時糖化発酵
SSFに適した酵
母へのC5発酵

機 能 の 付 与

自己熱再生技術
（従来法の熱量
の1/6）実用化可

能な省エネプロ

エタノール収率０．
３Ｌ／ｋｇバイオ
マス以上、エネ
ルギ 回収率３

エネルギー使用
量６ＭＪ／ｋｇバ
イ オ マ ス 以 内

（木質系）
減

上を実現する
モデルケース
(2020)の提示

以 と
な る 前
処理

産性1.5倍、な
ど

機 能 の 付 与
（C6糖85%、C5
糖60%）

能な省エネプロ
セス構築

ルギー回収率３
５％以上

イ オ ス 以 内
（自立）

糖収量目標と
実 験 デ タ か

原料の特性か
従来法の濃縮・
精留で要してい

個 別 テ ー
マ 目 標 を
定 め た 根
拠

2020年の事業
化を見据えて
設定

ベンチ
マ ー ク
と同じ

ベ ン チ
マ ー ク
と同じ

実 験 デ ー タ か
らC5糖分解能
力は10倍向上
が必要。コスト
目標は酵素回
収率90%＋セル

ら、一貫生産プ
ロセスとしての
エタノール収率
目 標 0.3L/kgを
達成するうえで、

精留で要してい
た 10.2MJ/L を
1/6 に 低 減 で き
れば、膜分離工
程 で 必 要 な
0 9MJを加えても

ベンチマー クと
同じ

ベンチマー クと
同じ
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拠 収率90%＋セル
ラーゼ生産性
1.5倍により費
用1/15を設定

C6糖80%、C5糖
60%が妥当とし
て設定。

0.9MJを加えても
ベンチマーク目
標 2.5MJ/L を 達
成可能

事業原簿 Ⅱ－１
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２．研究開発マネジメントについて （２）事業の計画内容 公開

研究開発の全体計画及び予算について研究開発の全体計画及び予算について

２００９
（Ｈ２１）

２０１０
（Ｈ２２）

２０１１
（Ｈ２３）

２０１２
（Ｈ２４）

２０１３
（Ｈ２５）

セルロース系
目的生産バイ
オマスに関す
る研究開発

植物種選定、栽培条件の最適化、
大量栽培技術の開発 等

栽培実証試験

バイオエタ
ノール一貫生
産システムに
関する研究開

る研究開発

エタノール製
造に関する革
新技術の開

前処理、糖化、発酵、濃縮・脱水等の技
術開発、プロセス化検討、最適化

前処理、糖化、発酵、濃縮・脱水等
の高効率化・高性能化

関する研究開
発

新技術の開
発

貫生産シス
テストプラントの試運転、本運転及び
データ収集 システム最適化検討 経一貫生産シス

テムの開発

バイオ燃料の持続可能性に関

テストプラントの設計 テストプラント の 建設
デ タ収集、システム最適化検討、経
済性等評価、スケールアップ検討

GHG削減効果の定量評価方法 食糧競合、生物多様性等の評価方法バイオ燃料の持続可能性に関
する研究

予算（億円） ７．７ １８．６ ２４．１ １２．１ ８．８

削減効果 定量評価方法 食糧競合、 物多様性等 評価方法
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予算（億円） ７．７ １８．６ ２４．１ １２．１ ８．８
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２．研究開発マネジメントについて （３）事業の実施体制 公開

研究開発体制研究開発体制

事業化ポテンシャルの高い民間企業を中心に大学、独立行政法人の研究機関が連
携した実施体制で 原料生産からエタノール変換まで一貫したプロセスの開発を推進携した実施体制で、原料生産からエタノ ル変換まで 貫したプロセスの開発を推進

ＮＥＤＯ
自主中間評価委員会

委員長：京都大学大学院 坂志朗 教授

バイオエタノール一貫生産システムに関する研究開発 バイオ燃料の持続可能性
に関する研究

多収量草本植物 早生広葉樹
セルロース系目的生産バイオマスの栽培か
ら低環境負荷前処理技術に基づくエタノール
製造プロセスまでの低コスト一貫生産システ
ムの開発

早生樹からのメカノケミカルパルピング
前処理によるエタノール一貫生産シス
テムの開発

温室効果ガス（GHG）削減効果等に関
する定量的評価に関する研究

バイオエタノールの持続可能性に関する
検討

王子ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ（株）
責任者：石倉正治 開発研究所ＰＬ

（株）三菱総合研究所
責任者：井上貴至 主席研究員

バイオエタノール革新技術研究組合

ＪＸ日鉱日石エネルギー（株）
三菱重工メカトロシステムズ（株）

鹿島建設（株）トヨタ自動車（株）

東レ（株）

ムの開発 検討

東京大学
責任者 鮫島正浩 教授

新日鉄住金ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）

責任者：鈴木隆 バイオマス事業推進部長

（独）産業技術総合研究所

（独）産業技術総合研究所

責任者 ：玄地格 グループ長

鹿島建設（株）トヨタ自動車（株）
サッポロエンジニアリング（株）

責任者：杉原正樹 技術開発本部長
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責任者：鮫島正浩 教授
責任者： 森田茂紀 教授

責任者：平田悟史 センター長



２．研究開発マネジメントについて （４）事業の運営管理 公開

研究開発マネジメント研究開発マネジメント
（バイオエタノール一貫生産システムに関する研究開発）

プロジェクト設計段階

• 将来の事業化を強く意識した民間企業を中心とした研究開発体制の構築

• バイオマス原料の栽培からエタノール製造プロセスまで一貫した研究開発

⇒公募に反映し 応募資格や提案技術を明確化⇒公募に反映し、応募資格や提案技術を明確化

プロジェクト実施段階

• 適正かつ効率的なプロジェクトの推進

• 実用化を見据えた選択と集中

⇒ＮＥＤＯ主催で自主中間評価を実施

⇒自主中間評価とは別に 各チームが推進委員会を実施
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⇒自主中間評価とは別に、各チームが推進委員会を実施

事業原簿 Ⅱ－２

２．研究開発マネジメントについて （４）事業の運営管理 公開

研究開発マネジメント研究開発マネジメント
（バイオ燃料の持続可能性に関する研究）

政策との連携・フィードバック

・バイオ燃料持続可能性研究会（2009年 経済産業省）バイオ燃料持続可能性研究会（2009年 経済産業省）
日本版のバイオ燃料の持続可能性基準の制度化に向けた課題の整理・取りまとめ。

⇒ＮＥＤＯの担う役割を踏まえ、課題としてＧＨＧの定量的評価を抽出し研究着手

・バイオ燃料導入に係る持続可能性基準等に関する検討会（2010年 経済
産業省）
経済産 省 農 産省 境省 省が連携 が バ 持経済産業省、農林水産省、環境省の３省が連携し、我が国におけるバイオ燃料の持
続可能性基準についての方向性の取りまとめ。

⇒ＧＨＧの定量的評価についての成果の一部をフィードバック定量的評価 成果 部を ィ ック
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２．研究開発マネジメントについて （４）事業の運営管理 公開

自主中間評価委員会を設置した経緯自主中間評価委員会を設置した経緯

本事業は、２つのチームの実施者が独立し、それぞれ
のチ ムとNEDOが１対１で組にな て事業を推進するのチームとNEDOが１対１で組になって事業を推進する
体制が固まっている

 ため 外部 ダを置くより 各 ム ダこのため、外部にリーダを置くより、各チームのリーダ
に日々のマネージメントを任せるほうが効率的と判断し
たた

ただし、外部専門家によるチェックは必要のため、年2
回専門家によるアドバイスを頂ける機会として自主中
間評価委員会を設置した
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２．研究開発マネジメントについて （４）事業の運営管理 公開

自主中間評価について自主中間評価について

プロジェクトを適切かつ効率的に推進し、着実に実用化に結びつけるために
自主中間評価を実施。

事業終了までの目標と実施内容が適切であるかを判断すると共に、以後の
進め方について委員会の総意として意見等をまとめる

 れま に計 回実施し その都度指摘事項を整理 概算要求や実施計画に

委員長 坂 志朗 京都大学大学院 教授

これまでに計８回実施し、その都度指摘事項を整理、概算要求や実施計画に
反映した

委員長 坂 志朗 京都大学大学院 教授

明石 良（H22年度～） 宮崎大学 教授

井上 貴至 （株）三菱総合研究所 主席研究員

委員

大谷 繁 （株）荏原製作所 参事

中川 仁（～H21年度） （独）農業生物資源研究所 研究主幹

謙 度 ず 情報総 株羽田 謙一郎（～H23年度） みずほ情報総研（株） シニアコンサルタント

高橋 香織（H24年度～） みずほ情報総研（株） シニアコンサルタント

山田 富明 （財）エネルギー総合工学研究所 副参事

24/41

山田 富明 （財）エネルギ 総合工学研究所 副参事

敬称略、委員長を除いて五十音順
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２．研究開発マネジメントについて （４）事業の運営管理 公開

自主中間評価での指摘への対応事例自主中間評価での指摘への対応事例

過去８回の評価において、進捗状況及び成果等は、概ね適切
であると判断されたであると判断された。
指摘事項と対応事例について、以下に２例を示す。

時期 指摘事項 対応

2010

多収量草本植物テーマにおいては、栽培
研究における原料の選択と集中を図ること

将来的に最も事業化の可能性が高い熱帯地
方を対象とし、ネピアグラスおよびエリアンサス

/10 を中心とした研究開発に集中
栽培研究の実施内容を大幅に見直し

化学成分の定量化、糖化率、ＬＣＡやＧＨＧ、 栽培、糖化発酵、外部投入エネルギーのそ

2011
/2

化石エネルギー収支についての現時点で
の評価値を明示すること

上記に基づき優先すべき手法を定量的な
比較によって決定すること

れぞれについて、定量的にデータ分析するた
めのデータシート書式を、委員の助言にした
がって新エネルギー部にて準備
両チームがデータシートに数値を記入/ 比較によって決定すること 両チ ムがデ タシ トに数値を記入

各プロセスで得られる化学成分や、各プロセ
スに要するコストや外部エネルギーなどを定量
的に評価可能に。持続可能性評価にも活用
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２．研究開発マネジメントについて （４）事業の運営管理 公開

事業化につなげる戦略とマネジメント（１）事業化につなげる戦略とマネジメント（１）

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

設計 建設 試験

セル革事業

設計 建設 試験

第二世代バイオ燃料戦略検討会（2013、計4回）

(1)市場性・経済性調査
プレ商用機による実証
（1万kL/年規模の実証設備）

事業化に向けたマネジメント

(1)市場性 経済性調査

(2)持続可能性評価手法確立

（1万kL/年規模の実証設備）

設計・建設 運転・評価棚卸し
ビジネス

展開
商用化着手

展開
海外技術動向調査
事業化シナリオ検討
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２．研究開発マネジメントについて （４）事業の運営管理 公開

事業化につなげる戦略とマネジメント（２）事業化につなげる戦略とマネジメント（２）

1 市場性・経済性調査1. 市場性 経済性調査

• 「バイオエタノール一貫生産システムに係る最新動向と事業化へ向けた市場

性・経済性に関する検討」調査を実施（2012）性・経済性に関する検討」調査を実施（2012）

• 事業化に向けて有望な市場や、今後の必要な技術開発の方向性を明らかに

2 持続可能性評価手法確立2. 持続可能性評価手法確立

• 「バイオ燃料導入に係る持続可能性基準等に関する検討会」では、経済産業

省 農林水産省 環境省の三省が連携し 我が国におけるバイオ燃料の持省、農林水産省、環境省の三省が連携し、我が国におけるバイオ燃料の持

続可能性基準についての方向性の取りまとめ(2010)

NEDOは同検討会にオブザ バ として参加すると共に 本事業の成果で• NEDOは同検討会にオブザーバーとして参加すると共に、本事業の成果で

あるLCAによる温室効果ガス削減排出量評価結果をフィードバック
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２．研究開発マネジメントについて （４）事業の運営管理 公開

評価部主催の中間評価（2011）結果への対応（１）評価部主催の中間評価（2011）結果への対応（１）

中間評価での評点は、成果2.0＋実用化2.1＝4.1>4で、優良と判断された。
主な指摘事項に対する対応を以下に示す。

指摘 対応

酵素による糖化技術、および発酵技術 両テーマとも具体的な個別テーマ目標を設定したうえで、酵素による糖化技術、および発酵技術
はそれぞれに工夫がされているが、ま
だ十分ではなく一層の技術開発が必要
である。

両テ とも具体的な個別テ 目標を設定したうえで、
その達成のために研究開発を推進

定めた個別テーマ目標について、一部未達の項目が
残っており、引き続き開発が必要

草本系、木質系テーマの間で、実務者
レベルの情報交換の機会を積極的に
設けることが望まれる

ＮＥＤＯが音頭を取って2011年8月および2011年10月に、
テーマ間の情報交換会を設定

その結果２社（王子／ＪＸ）間で情報交換を継続する方
針となり 現在も継続的 情報交換実施針となり、現在も継続的に情報交換実施

その他、テーマ間以外の評価機関や研究機関との情報
交換についても実施

生産コストの低減という目標だけではな
く、原料生産国の環境や社会経済の影
響も考慮して技術開発を進めて欲しい

国際的なバイオエネルギーの持続可能性指標GBEPは

環境・社会・経済の３側面から持続可能性を評価する基
準であり、両テーマともこの基準による評価を実施予定
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２．研究開発マネジメントについて （４）事業の運営管理 公開

評価部主催の中間評価（2011）結果への対応（２）評価部主催の中間評価（2011）結果への対応（２）

コスト低減のため実施した糖化・発酵技術の開発

草本系＜草本系テーマ＞
酵素コスト10円/Lを達成するため、①酵素単価1000円/kg、②酵素添加量1/100、③

酵素回収率75%以上の各個別目標を定めた
自製酵素と酵素回収技術の開発により 上記３つの目標を実現し 酵素 スト10円自製酵素と酵素回収技術の開発により、上記３つの目標を実現し、酵素コスト10円
/Lに目処がついた

発酵工程において、非遺伝子組み換え酵母により目標収率を達成するとともに、従
来プロセスを改良した新二段発酵法を開発し消費エネルギ を大幅に削減した来プロセスを改良した新二段発酵法を開発し消費エネルギーを大幅に削減した

＜木質系テーマ＞木質系

パイロットプラントによる一貫生産プロセス試験を通じて糖化・発酵コストの低減に取
り組んでいるが、雑菌コンタミの発生により現時点では十分な長期にわたる試験結
果は得られていない

しかし、抗菌剤を使用した実験では、前処理条件を変更するなどにより、糖化・発酵
収率の改善が見られており、C6糖のみで0.24L/kgを達成した。引き続き、C5糖も加
えた試験を行い検証を進める予定。
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公開

研究開発マネジメントについてのまとめ

２．研究開発マネジメントについて まとめ

研究開発マネジメントについてのまとめ

計8回の自主中間評価の実施により 外部計8回の自主中間評価の実施により、外部
有識者の知見に基づき要所での確認と軌道
修正を含む事業運営を実施した修正を含む事業運営を実施した
バイオエタノールの市場性・経済性の調査

の実施や持続可能性評価手法の確立など、
将来の事業化に向け戦略的に事業を推進し将来の事業化に向け戦略的に事業を推進し
た
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３．研究開発成果について （１）事業全体の成果 公開

目標の達成状況（１）エタノール一貫生産システム

全体目標
乾物収
量

前処理 酵素糖化
エタノール
発酵

濃縮脱水 一貫生産プロセスとして

開発ベン
草本系

酵素使用量１ｍ
エネルギ 使用量

チマーク
（４０円／Ｌ
に向けて個
別技術の達
成度を表す
指標）

コスト４０円／Ｌ、
年産１０～２０万ｋ
Ｌ、CO2削減率５
割以上、化石エネ
ルギー収支２以上

草本系
50t/ha・
年
木質系
17t/ha・
年

酵素糖化効
率８０％以
上となる前
処理

酵素使用量
ｇ／ｇ生成糖以
下、酵素コスト４
円／Ｌエタノール
以下、糖収量５０
０ｇ／ｋｇバイオ
マス以上

エタノール収率９
５％以上

エネルギー使用量
２．５ＭＪ／Ｌエタ
ノール以下（１０％
エタノール水溶液
→無水エタノール
分離回収）

エタノール収率
０．３Ｌ／ｋｇバ
イオマス以上、
エネルギー回
収率３５％以上

エネルギー
使用量６Ｍ
Ｊ／ｋｇバイ
オマス以内
（自立）

指標） マス以上

個別テー
マ目標と

８０円／Ｌ
化石エネルギー
収支２以上、GHG
削減率50%以上

50t/ha ・
年

糖化率80％
以上を維持

酵素コスト10円
/L以下

C6糖：95％以上
C5糖：85％以上
C6C5 同 時 発 酵
時：85%以上

省 エ ネ 技 術 の 適
用・ベンチ規模評
価

エタノール収率
0.25L/kg

―

マ目標と
達成状況
（草本系）

○
コスト79.7円/L、

化石エネルギー
収支2.03、GHG削

減率50.4%

○

複数条
件で

50t/haを
達成

○
糖化率80%

維持

エネルギー
大幅低減

○
10円/Lの達成

○
C6糖95%、C5糖
85%を確認、
C6C5同時発酵

は2014/2見込み

○
有機膜法3.5MJ/L

○
0.254L/kgを達

成
―

減率 成 大幅低減 / 見込

個別テー
目標と

エタノール製造40
円/L、エネルギー
収支2以上、CO2
削減率50%以上を

実 現 す る モ デ ル

17t/ha ・
年

酵素糖化効
率80％以上
と な る 前 処
理

キシロシターゼ
活性10倍以上、

キシラン分解活
性の向上、等

同 時 糖 化 発 酵
SSFに適した酵母
へのC5発酵機能
の 付 与 （ C6 糖
85% C5糖60%）

自 己 熱 再 生 技 術
（従来法の熱量の
1/6）実用化可能な

省エネプロセス構
築

エタノール収率
０．３Ｌ／ｋｇバ
イオマス以上、
エネルギー回
収率３５％以上

エネルギー
使用量６Ｍ
Ｊ／ｋｇバイ
オマス以内
（自立）マ目標と

達成状況
（木質系）

実 現 す る デ ル
(2020)の提示

理
85%、C5糖60%） 築 収率３５％以上 （自立）

△

一貫プラントによ
る実証はできたが、
40円/Lのモデル

○

最大で
21.5t/ha

○

条件を最適
化。糖化率

97 7%

○

キシロシターゼ
活性70倍以上

△

Ｃ５発酵機能を
付与した酵母開
発できたが収率

◎

自己熱再生により
エネルギー大幅低
減、2.5MJ/L以下を

△
C6糖のみで

0.24L/kg達成、
さらにC5糖加え

○
6MJ以下、

エネルギー
自立を達
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/
提示に至ってない

97.7%
発 き 収率

は未達
/

達成 て試験予定
自 を達

成
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◎：大幅達成、○：達成、△：一部未達、×：断念

３．研究開発成果について （１）事業全体の成果 公開

目標の達成状況（２）バイオ燃料の持続可能性

本事業において開発したバイオエタノ

目標

バイオ燃料の持続可能性について、
国内外の動向調査を継続するととも
に、基準、評価指標、評価方法等に

本事業において開発したバイオエタノー
ル一貫生産システムについて、ＬＣＡ評
価（温室効果ガス排出削減効果、エネ
ルギー収支）及び社会・環境影響評価

ついて、とりまとめる
ルギ 収支）及び社会・環境影響評価
を行う

達成

○
ライフサイクルＧＨＧ評価、食料競合・

○
草本系 木質系の事業者から提出され達成

状況

ライフサイクルＧＨＧ評価、食料競合
生物多様性等の持続可能性基準、Ｇ
ＢＥＰの動向調査のそれぞれについ
て調査結果をとりまとめた

草本系・木質系の事業者から提出され
たデータに基づき、第3者機関による客
観評価を実施した

32/41事業原簿 ＩＩＩ－１



公開

研究開発成果についてのまとめ

３．研究開発成果について まとめ

研究開発成果についてのまとめ

バイオエタノール一貫生産システムに関すバイオエタノール一貫生産システムに関す
る基盤技術の確立のため、研究開発を実施
草本系 木質系それぞれ定めたテ 別目草本系・木質系それぞれ定めたテーマ別目
標については、項目別にみると目標に達し
ていない項目もあるが、基盤技術の確立と
いう最終目標は達成したいう最終目標は達成した
バイオ燃料の持続可能性研究は目標を達

成した成した
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４．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて （１）成果の実用化見通しについて公開

本プロジェクトの「実用化・事業化」の考え方本プロジェクトの「実用化 事業化」の考え方

実用化・事業化の定義を以下の通り設定

セルロース系エタノール大規模実証プラントが

完成し、一貫生産の検証が終了すること。さら

に、商用プラントの建設を開始すること。
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バイオエタノール需要の見通し

４．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて （１）成果の実用化見通しについて公開

バイオエタノ ル需要の見通し

（１）「エネルギー基本計画」 2010年6月（閣議決定）／見直し中

2020年に全国のガソリンの3％相当以上のバイオ燃料の導入• 2020年に全国のガソリンの3％相当以上のバイオ燃料の導入。

• 次世代バイオ燃料の技術を確立し、2030年には国産の増産と開発輸入の促
進により最大限の導入。

（２） 「エネルギー供給構造高度化法及び判断基準 」（2010年11月）

• 2017年度に50万kL /年（原油換算）の導入を石油精製事業者に義務づけ。

バ オ タ 換算すると約 年⇒バイオエタノールに換算すると約82万kL /年

50

60

エネルギー供給構造高度化法による

バイオエタノール導入義務量

30

40

入
義

務
量

（
万
kL

）

IEAのレポート(2011)によれば、

世界的なバイオ燃料需要は今
後も増加し、特に先進的エタ

ノール 先進的バイオディーゼ

0

10

20

導
入ノ ル、先進的バイオディ ゼ

ルの割合が大きい
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出典：IEA Technology Roadmap: Biofuels for Transport (2011)
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実用化の可能性について

４．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて （１）成果の実用化見通しについて公開

実用化の可能性について

 2013年に経済産業省の主催で「第二世代バイオ燃料の戦略検討会」（全４回）が開催され、実
用化のためには事業化に向けた本格的なプレ商業実証プラント（１万kL/年規模）による最終的
な実証が必要 ある と それ 先だ 要素技術 棚卸 を行うべきと 提言がされた

上記提言においては、本事業
の後継となる事業の１年目に 本事業

今後の予定

な実証が必要であること、それに先だって要素技術の棚卸しを行うべきとの提言がされた

の後継となる事業の１年目に
徹底的な技術棚卸しを実施
し、２年目には中心となる技術
を選別しプレ商業実証プラント

本事業

の設計に進み、その後３年目
から４年間で建設・実証を行う
というスケジュールが示されて
いるいる

商用化
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出典：総合資源エネルギー調査会新エネルギー部会（第35回）
「我が国の技術力を活用したセルロース系バイオ燃料等の
生産可能量（試算）」（2009）



事業化シナリオ例

４．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて （１）成果の実用化見通しについて公開

事業化シナリオ例

木質系材料を利用した場合の
事業プラント候補地 事事業プラント候補地

• エタノール生産工場をクラフトパルプ生
産工場に併設することで、黒液などが

事業化シナリオ（例）

利用でき、エネルギー自立が可能

• バイオエタノールには林地残材の活用
が可能が可能

• ユーカリ林地残材60万t/年からエタノー
ル15万kL/年が生産可能

海外にて生産し 日本国内自動車用燃• 海外にて生産し、日本国内自動車用燃
料として開発輸入（石油会社へ販売）

• 国内にはETBEとして流通
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実用化・事業化に向け後継事業を予定

４．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて （２）実用化・事業化に向けた取り組み公開

実用化 事業化に向け後継事業を予定

セルロース系エタノール生産システム総合開発実証事業
平成2６年度概算要求額 １２．０億円（新規）

資源エネルギー庁
新エネルギー対策課
03-3501-403103 3501 4031

事業の内容 事業イメージ

事業の概要・目的

○食料と競合しないセルロース系資源作物から大規模な
タ 生産 究 事業 向 た

①セルロース系バイオマス
複合変換技術調査

エタノール生産の研究により、事業化に向けたコスト
低減技術を開発します。

① 実用化レベルにあるエタノール生産の要素技術につ
いて、具体的に最適な技術の組合せを検討し、事業化
を見据えた技術調査（委託）を実施します

複合変換技術調

セルロース系バイオマスの最適な以下
の変換技術の組合せを検討

・セルロース系バイオマス原料と適合性

の高い前処理及び糖化酵素による酵
素コストの低減技術

・Ｃ５Ｃ６同時発酵技術等の開発によるエ
タノ ル収率向上技術

前処理

糖化・発酵

エ
ネ
ル
ギ

ノ
ベ
ー
シ

セ
ル
ロ
ー

ス
テ
ム
のを見据えた技術調査（委託）を実施します。

② 技術調査の結果より、セルロース系バイオマス原料
と適合性の高い前処理及び糖化酵素による酵素コスト
の低減技術及び発酵効率向上技術を選択し、年産１万
㌔㍑程度の実証規模プラントを用いた一貫生産システ

②セルロース系バイオエタノール
高効率大量製造技術開発

タノール収率向上技術
ギ
ー
源
の
多
様
化

シ
ョ
ン
に
よ
る
新
規

ー
ス
系
バ
イ
オ
エ
タ

確
立

ムを研究します。

③ 米国等の最新の開発動向、持続可能性の評価方法等
についての調査研究を実施します。

事業化を見据えたＦＳ調査結果から、年
間生産量が１万㌔㍑程度の実証規模プ
ラントを設置し、コストダウン技術の開発
を実施。

・生産性向上、普及促進に関する複合技
術開発

・
供
給
安
定
化
及

規
産
業
創
出
を
実

タ
ノ
ー
ル
大
規
模

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国 民間企業、
交付金

委託・補助

ＮＥＤＯ

③バイオ燃料利活用に関する調査

セルロース系バイオエタノールの市場有

利性の確立やバイオ燃料の利活用につい
ての基準 持続可能性の評価方法等につ

及
び
、
イ

実
現
す
る

模
生
産
シ
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国
大学等

ＮＥＤＯ ての基準、持続可能性の評価方法等につ
いての調査研究を実施



実用化・事業化へのスケジュール

４．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて （２）実用化・事業化に向けた取り組み公開

実用化 事業化へのスケジュ ル

2020年事業化を見据えて技術棚卸しとプレ商用機による実証を実施

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

セル革事業（本事業）

設計 建設 試験

第二世代バイオ燃料戦略検討会（2013、計4回）
下記スケジュ ルを決定

プレ商用機による実証
（1万kL/年規模の実証設備）

実用化レベルにあるエタノー
ル製造要素技術について、
最適な組み合わせを検討

下記スケジュールを決定

規

設計・建設 運転・評価棚卸し ビジネス
展開

最適な組み合わせを検討

検討結果に基づき、最適な
酵素コスト低減技術 発酵効

事業化

事業化準備
海外技術動向調査
事業化シナリオ検討

酵素コスト低減技術、発酵効
率向上技術などの組み合わ
せを選定し、１万kL/年規模

の大規模実証プラントを建設 並行し 事業化のための候補地
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事業化の大規模実証プラントを建設 並行して事業化のための候補地
選定・コスト分析などを実施

2020年事業化のスケジュールに沿った要素技術の評価

４．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて （２）実用化・事業化に向けた取り組み公開

原料生産 前処理 酵素糖化
エタノール
発酵

濃縮脱水

オンサイト生産技

実用化・事業
化にあたって
の留意事項

持続可能性を多面的に
考慮する必要あり
栽培用土地を確保する
ことが必要

木質系材料か草本系
材料かで採用可能な
技術が異なる

術は必須。日本国
内での実証の場
合遺伝子組み替
え体の利用に制
限あり

日本国内で実証す
る場合、遺伝子組
み換え体の利用に
は制限がある

コストおよびGHG
排出量の両面で
すぐれた技術が
望ましい

限あり

草本系事業
の成果利用

ネピアグラスは農産物
として大量生産する体
制を新たに構築する必

アンモニア前処理は厳
しい原料の乾燥・破砕
条件を要するため、全
体プロセス設計時の制

日 本 独 自 の 膜 を
利用した酵素回収
を含むオンサイト
酵素生産技術が

新２段発酵・同時発
酵プロセスは、非遺
伝子組み換え技術
であり 実用性の

既存技術の選定
に主眼をおいて
お り 、 実 用 性 は

の成果利用
可能性

制を新たに構築する必
要がある

体プ セス設計時の制
約となる。スケールアッ
プに２段階が必要

酵素生産技術が
確立できている

であり、実用性の
点で優位性あり

お り 、 実 用 性 は
十分

○ △ ○ ○ ○

木質系事業

ユーカリはすでに植林
地にて大量に栽培され
ている。植林地近傍に
あるパルプ工場に併設

木質系材料の場合、メ
カノケミカル処理法は

酵素高生産菌株
の取得はできたが、
オンサイト生産に

酵素回収と同時糖
化発酵の組み合わ
せは、コンタミを誘

自己熱再生技術
はコストの面では
不 利 だ が 、GHG

の成果利用
可能性

することで、収集・廃液
処理などの周辺設備を
利用することが可能

優位性を示している よる量産技術の確
立が必要

発しやすいことが
判明

目標達成のため
には優位

◎ ○ △ △ ○
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公開

実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについてのまとめ

４．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて まとめ

実用化 事業化に向けての見通し及び取り組みについてのまとめ

2020年のセルロース系エタノール製造事業
化はエネルギー保障の点で重要
草本系は 全体に目標は達成しているもの草本系は、全体に目標は達成しているもの

の、前処理プロセスが事業化のためのネッ
クとなっているクとなっている
木質系は、原料調達の点では優れているが、

糖化 発酵プ は十分とは言えな糖化・発酵プロセスは十分とは言えない
2020年事業化のためには、要素技術を棚卸

しし、最適な組合せを見極めることが適切
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